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34回）》
韓国家族法の現在
関口
　
晃治
一
　
はじめに
　
わが国における渉外事件の特徴としては、当事者となる者
が特定の国の者との間で起こっていることである。その中でも特に在日韓 人
（在日北朝鮮人）
を当事者とする家事事件
が高い割合を占めていることを挙げることができる。近年になって中国人およびフィリピン人 妻とする婚姻件数が急速に増加し おり、この他にも東南アジア諸国や南米諸国など、わが国の国際結婚の相手国は多様性 増している。しかしながら、昭和四〇年以降 わが における国際結婚は特定の国の者
（韓国、北朝鮮、アメリカ、イギリスなど）
との間で
結ばれるという時代が長く続き、その中でも韓国人との婚姻件数は常に上位に位置しており、このことから わが国の渉外的な家事事件 多くが韓国人との間の関係であるこ わかる。このような状況の中で 家族法は一九九〇年より今日に至 まで段階的 改正 行 れ 二〇〇五年に大幅な改正が行われている。また、一九六二年一月一五日制定され公布された韓国の国際私法である渉外私法
（法律第
九六六号）
は一八九八年のわが国の法例そのまま韓国語化し
たものであるために、制定された当時より時代錯誤的であるとの批判を受けていたが その後ほとんど改正されることもなく維持されていた。その韓国の国際私法法典である「渉外私法」もま 、二〇〇一年になり「国際私法」と名称を改めて大幅な改正が行われてい
（石光現『二〇〇一年改正國際私
法解説』 （芝山、二〇〇一年）三頁、
신창섭『제
二
판
 국제사법』
（셔창출판사、二〇一一年）三八頁）
。
　
実際にも、改正される以前の韓国家族法の制度は、わが国
の家族法の制度とは異 った特色を有していた めに、在日韓国人の家事事件においてさまざまな問題を提起していた。一九九〇年 韓国家族法改正が行われる以前には、わが国裁判所において在日 人を当事者とする渉外事件 つ て、離婚に伴う未成 子の親権者を父に限定する韓国民法九〇九条を適用して親権者を父と指定すること わが国の公序良俗に反するとした最高裁判決
（最判昭和五二・三・三一（離婚請
求事件、破棄確定。民集三一巻二号三六五頁）
）
や、離婚に伴う
財産分与および慰謝料請求において、財産分与 認めない韓国民法のもとで有責配偶者が支払うべき慰謝料の額が、わが国の社会通念に照らして著しく低額でないときには、同法を適用することがわが国の公序良俗に反するとはいえないとする最高裁判決
（最判昭和五九・七・二〇（離婚請求事件、破棄
確定。民集三八巻八号一〇五一頁） ）
など、韓国家族法がわが
国裁判所において準拠法となる場合に問題となっていた公序
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問題は殆ど解決されることとなった。　
このように、隣国である韓国においては家族法の改正が非
常に速いスピードで行われており、実際の運用に対しての実効性の不安はあるにしても、家族法の近代化は急速 進んでいる。これに対して、わが国の家族法は、平成八年に「民法の一部を改正する法律要綱」 出さ すでに二〇年近くが過ぎているにもかかわらず、未だ改正は実現されていない状況にある。本稿 おいては、わが国の渉外事件の多くを占めている韓国 家族法の改正の経緯と 今日の韓国家族法の内容をみることで、わが国 家族法の改正への示唆を与えるものである。二
　
韓国家族法内容について
　
韓国の民法典における財産法の立法は、ドイツ、スイス、
および、日本など諸外国の民法典の内容が参照されたことに対して、家族法 立法においては韓国 保守的かつ慣習的特性が考慮され、韓国古来の慣習が多く参照された結果、憲法および民主主義の理念と相反する規定が多く設けられたものであった。伝統的な韓国家族法におけ 特徴として挙げることが きるのは、韓国家族法は家制度を定め おり、家族統括者の地位を占める者として戸主制度 設けてい ことから、戸主の地位は基本的に相続によって長男 継承させ ということ、および、男系血統優先であったことである
（鄭鍾
休『改正韓国家族法 解説―付・新旧条文対照全訳』 （信山社、
一九九一年）四―五頁
）。このような男性優越主義に立脚した
戸主制度は、一九六〇年に韓国民法が施行された当時から多角的に非難を浴びていた。このような非難に対して、戸主制度存置論者によれば戸主継承制度は韓国の民族的な伝統的家制度であり、戸主制度を存置すること 伝統文化の継承であると主張していることに対し 、歴史的 見ても現行 戸主制度は韓国の伝統 な家制度とは関係がないだけで く、日本の統治下において強制的 移植された植民地時代の制度に過ぎないという批判も提起されていた
（金相瑢「韓国におけ
る戸主制度廃止に関する論議（上） 」戸籍時報五七〇号（二〇〇四年）二四頁以下）
。
　
いまひとつの特徴としては、同姓同本不婚制を挙げること
ができる。同制度は、同じ血族間 婚姻を禁止するもので一般的に近親婚禁止の原則 の 係から説明 るものであるが、韓国家族法では一般的な近親婚禁止の範囲とは異なり、同姓同本の血族間の婚姻をも禁止していることから、同姓で同本である血族間の婚姻は、何親等隔たっていようとも禁止されるというものである
（岡克彦「韓国における「同姓同本禁
婚制」違憲決定をめぐって」法律時報七〇巻二号（一九九八年）五六頁以下参照）
。同制度は、母系血統に対しては近親婚を野
放しにしながら、父系血統に対しては 等数にかかわらず無限に婚姻を禁止していることから男女差別的 あることが指摘されているだけでなく、韓国において同姓同本の婚姻状態
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を形成した男女は事実婚状態となり、この男女より産まれた子供は私生児として扱われてしまうという問題を生じさせていた
（岡・前掲五八頁）
。もともと同姓同本制度は、男系血統
重視に基づいていることや、両性平等の憲法の精神に背くことになるだけでなく、科学的にも歴史的にも婚姻を禁止する根拠がなく、さらに 韓国国民の一般的な意識や情緒とも符合しない制度になって た
（金容漢「二一世紀に向けての新し
い課題―家族法（親族法） 」韓日法學研究一七輯（一九九八年）一〇二頁）
。
　
このような背景の中で、一九六〇年に施行された韓国民法
は二〇〇 年までに七回改正され、そのうちの一九六二年、一九七七年および一九九〇年の三回が親族法および相続法に該当する家族法の改正であり、これらの改正 よって戸主権は大幅に弱まり、また、婚姻成立 夫婦財産制、養子制度、親権行使、親族範囲などの部分においても両性の平等を実現したが、戸主制度および同姓同本禁婚制度を維持している点が韓国民法の前近代性を現していた
（金容漢・前掲一〇一頁、
改正法の内容としては 裴慶淑＝崔錦淑『親族相續法講義─家族財産法』 （第一法規、二〇〇 年） 九頁以降参照）
。一九九〇
年の家族法の改正は、その原案に いて戸主制度および同姓同本不婚制の廃止が含まれ いたが、その存廃には対立があり、前者については存置するが相続 ではない戸主制度とされたが 後 はそのまま 形で残ること なった。こ よう
な一九九〇年の韓国家族法改正の成果としては、まず、戸主制度および同姓同本不婚の原則が制度上はそのまま残されたために、家族法の民主化の達成という成果を収めたとは言えないが、男女平等・夫婦平等 実現に大きく寄与したこ家族生活における当事者の意思をより尊重するようになったこと、そして、韓国 庭 院 後見的役割が強化されたことを挙げることができる
（申榮鎬「一九九〇年韓國家族法改正の
成果と問題点」ノモス八号（一九 七年）二〇三頁）
。しかしな
がら、一九九七年七月になって韓国憲法裁判所は、同姓同本禁婚制に関する法律に対 違憲であるという 断を下したことによって、同判決を受けて二〇〇〇年一〇月四日には、同姓同本禁婚制の廃止を主要な内容とする民法改正案が決議され、親族法および相続法の中で男女平等の原則や現状に符合しない部分がさらに改正された
（白井京「海外法律情報韓国
家族法を中心に民法改正の動き」ジュリスト一一九〇号（二〇〇〇年）一二〇頁）
。この改正によって韓国家族法は前近代的な家
父長制を残した家族制度から、近代的な両性の平等を認める民主的な家族法になったと考え れる。さらに、二〇〇五年の韓国民法改正によって、単純な家族規範というより理念的性格が強く、宗教的意味までも与えることができた宗 に基づく男系血縁 義と族外婚主義が、実際の習俗 おいてはもあれ、法制上では姿を消し、韓国家族法改正において常に議論がなされてきた戸主制度の廃止も されること なった
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（申榮鎬「二〇〇五年韓国民法改正の主要内容」戸籍時報五八九号（二〇〇五年）一四頁以下）
。
三
　
二〇〇五年家族法改正
　
二〇〇二年の改正以降も家族法は全般的に社会状況に適し
ていなく、個別の制度が男女平等などの憲法上保障されている基本権を侵害しているという批判が絶えなかったことから、二〇〇五年には再び大幅な改正 行われている
（高翔龍「韓
国家族法の大改正」ジュリスト一二九四号（二〇〇五年）八四頁以下）
。同改正においては、改正前民法の戸主を中心とする戸
主制度、および、子の姓と本に関する規定が男女平等という憲法の理念と時代の変化に適合しないことから、こ らの制度を全面的に廃止または改善すること なった。これにより、戸主に関する規定
（七七八、 七八〇、 七九〇―七九九条）
お
よび戸主制度を前提とする入籍
（七八二―七八五条）
、復籍
（七八六条）
、一家創立
（七八七条）
、分家
（七八八―七八九条）
などに関する規定が削除される一方で 戸主および家の構成員として定義されていた家族に関す 規定が新設された（七七九条）
。また、子は、父の姓および本を継ぐことを原則
とするが、婚姻届提出時に父母が協議 ことによって、母の姓および本を継ぐことができるよう なった
（七八一条一
項）
。さらに、子の福祉のために子の姓および本を変更する
必要がある場合には 父母のいず かの請求 よ 法院の許可を受けることに って変更することができるよう なった
（同条六項）
。
　
つぎに、同姓同本禁婚の規定、および、親生否認の訴の除
斥期間の規定に違憲判決が下されたことによって、同性同本禁婚制度を廃止して近親婚禁止制度へ転換することになり、近親婚制限の範囲を八親等内の父系血族または母系血族とした
（八〇九条）
。また、父姓の推定の衝突を避ける目的で女
性にのみ定められていた、再建禁止期間を置く規定が削除され
（八一一条）
、親生否認の訴の提訴権者を夫のみではなく
母にまで拡大するだけでなく
（八四六条）
、提訴期間が親生
否認事由を知っ 時から二年に延長された
（八四七条）
。
　
また、入養制度の現実を反映し、養子の福祉を増進するた
めに養親と養子の間に親族関係を認め、養子が養 の姓および本を継ぐようにする養子制度を導入する必要があることから、養親と養子を親生子関係とみなし、養子 ついて従前の親子関係を終了させて 親との親子関係のみを認めることよって、養子が養親の姓および本を継ぐことが き 親制度が新設された
（九〇八ノ二―九〇八ノ八）
。さらに、父母
など親権者が親権を行使する際には、 福祉を優先的に考慮し ければならないという義務規定が新設され
（九一二
条）
。
　
最後に、共同相続人間の実質的衡平および家族関係の健全
な価値観を定立するため、相当期間にわたり同居し被相続人を扶養した者について、共同相続人の協議ま は法院の決定
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により寄与分が認められるようになった
（一〇〇八条ノ二）
。
四
　
近年の改正内容
　
これまでの改正による憲法上の両性平等原則を実現するた
めに、従前の民法規定の運用上生じていた不備点を改善し補完するため、二〇〇七年には男女の婚約お び婚姻年齢を一致させ、慎重でない離婚の防止を目的とした離婚熟慮期間制度等を導入している
（金汶淑「韓国家族法改正に伴う国際私法
への影響―準拠法の適用の観点から―」甲南法学四八巻三号三一頁）
。これらの改正が行われたのは、まず、従来の婚約婚姻
年齢に関して男性満一八歳 女性満一六歳と規定していたことが、不合理な差別であると 批判を受けて、男女ともに一八歳に調節された
（八〇一条、八〇七条）
。
　
次に、従来の協議離婚制度が当事者の離婚意思 合致、家
庭裁判所の確認 戸籍法による届出という簡便な手続で効果を発生させていることは、婚姻の保護よりも解消に重点が置かれているという問題を受けて、協議離婚の当事者は家庭裁判所が提供す 離婚に関する案内を受けた日から、養育するべき子がある場合には三ヶ月、養育するべき子がいな 場合には一ヶ月 経過した後、家庭裁判所から離婚意思の確認を受けなければ離婚することができなくする離婚熟慮期間を設けたものである
（八三六条ノ二第二項および三項）
。これ以外
にも児童の権利が強化さ ことを期待して 従来から父母にのみ認められていた面接交渉権が、子にも認められるよう
になった
（八三七条ノ二第一項）
。このことは、国連児童権利
条約上「児童の利益の最優先の原則」を実現するものだとされている。　
さらに、二〇一二年には養子法および婚姻法に係る家族法
の改正が行われている
（金亮完「養子法及び婚姻法に係る韓国
家族法の改正」戸籍時報六八七（二〇一二年）四三頁）
。養子法
の改正は、未成年者に対す 虐待の存在を背景として、未成年養子の入養
（縁組に相当）
に際して家庭裁判所の許可を要
件とし、 手続きに関しても家庭裁判所の関与を強化し
（八六八
条）
、さらに、未成年養子の罷養
（離縁に相当）
は裁判によっ
てのみ行うことができるとした
（八九八条但書）
。また、親養
子
（特別養子縁組に相当）
となる子の年齢要件について、安
定した継親子関係が形成されている再婚家庭の和合を目的として、 一五歳未満の者から未成年者に緩和されている
（九〇八
条ノ二）
。婚姻法の改正は、夫婦間の契約取消規定が削除さ
れたほか、重婚の取消請求権 に直系卑属を含めると う改正が行われた。五
　
おわりに
　
今日の韓国家族法の内容には、韓国の伝統的な家族制度の
大改革という側面が強いが わが国 家族法上 おいて議論されている改正論議と重なるものが少なくない。まず、韓国家族法にお ては女性にのみ課されている婚姻障害事由としての再婚禁止期間が削除さ ており また、父 にのみ認め
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られている嫡出否認の訴えが母親にも認められるようになっているだけでなく、その期間もまた二年へと延長されている。再婚禁止期間に関しては、子の父が誰であるかを確定する困難を避けるための制度であるが、かねてから女性にのみ婚姻解消の後に不安定な期間が課されることに対する不公平感から議論がなされているだけでなく、再婚禁止期間の存在の合理性に関して疑問が提起されている。これにより、婚姻法の改正要綱では、六カ月を一〇〇日に変更す 改正 提起されている。また、嫡出否認の訴えの期間 関しても出訴期間が一年間に限られていることはわが国においても議論 なされているところではある。韓国において女性 再婚禁止間が削除されたのは、ＤＮＡ鑑定などの医学分野の発展を理由として、削除の決定がなさ ようである。　
これ以外にも、わが国においては、遺言による指定相続以
外の理由によって、法定相続人以外の者が相続するためには相続人 不存在を理由とする特別縁故者制度によって、その可能性が認められているが、韓国家族法におい 法定相続人もしくは裁判所の決定によっ 寄与分として相続の可能性を認めるに至っている。　
さらには、今回の改正によるものではないが、嫡出子と非
嫡出子との間の相続分の差別に関しても 両者の間に差別なくなっている。わが国におけ 嫡出子と非嫡出子 差別の問題は、国籍法の改正によって届出による日本国籍の取得に
おいて、差別が解消されたが、相続分の差異についての差別の解消については未だ解消されていない。　
韓国家族法の支柱であり、絶対不変の原則として認識され
てきた戸主制度および同姓同本禁婚の原則は、憲法裁判所により違憲の判断がなされ、数千年にわたり受け継がれてきた父系血統尊重主義もこれまでの韓国家族法の改正によって大幅に修正されている。長きにわたる伝統的慣習による家族法は改正されたが、法と現実の慣習との間に乖離が生まれ という懸念を払拭することはできないが、今後この新しい家族法のもとで韓国の家族制度がどのよう 変化していくのか注目に値する 思われる。また、わが国 家族法 改正に関する議論は、平成八年に改正要綱が提出されてから今日に至るまで、部分的な改正にとどまり、今日の韓国家族法の内容はわが国の家族法の在り方 対して大きな示唆を与えるも であると考えられる。
（せきぐち・こうじ
　
志學館大学法学部准教授）
国際家族法研究会報告〔関口　晃治〕
276
